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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

当社は平成20年３月期より連結財務諸表を作成しているため、平成20年３月期の対前期増減率については記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 4,298 7.1 △68 ― △127 ― △408 ―

20年3月期 4,012 ― 118 ― 108 ― △408 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △77.61 ― △23.2 △3.2 △1.6

20年3月期 △76.22 ― △19.9 2.2 2.9

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 3,009 1,465 48.7 278.67
20年3月期 4,996 2,055 40.9 389.11

（参考） 自己資本   21年3月期  1,465百万円 20年3月期  2,046百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 259 △17 △194 714
20年3月期 △135 △110 △121 601

2.  配当の状況 

（注）現時点では、22年３月期の配当予想額は未定であります。 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0

22年3月期 
（予想）

― ― ― ― ― ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

1,489 △45.6 △62 ― △65 ― △65 ― △12.36

通期 3,389 △21.2 139 ― 133 ― 133 ― 25.29



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、６ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 1社 （社名 株式会社韓国多摩川電子 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 5,461,000株 20年3月期 5,461,000株

② 期末自己株式数 21年3月期  201,648株 20年3月期  201,160株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 656 △59.0 158 ― 199 ― △295 ―

20年3月期 1,600 △48.6 △5 ― 17 △82.8 △461 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △56.25 ―

20年3月期 △86.11 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 2,486 1,692 68.1 321.79
20年3月期 2,864 1,993 69.5 378.92

（参考） 自己資本 21年3月期  1,692百万円 20年3月期  1,993百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、３ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
２．平成22年３月期の配当予想については、現時点では未定のため開示しておりません。今後の業績などを総合的に勘案し、決定次第速やかに開示いた
します。配当予想に関する事項につきましては、４ページ「１．経営成績(４)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

299 △23.3 64 △28.9 58 △57.8 58 △57.4 11.03

通期 509 △22.4 121 △23.6 109 △45.3 109 ― 20.72



(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、以前より懸案となっていた米国のサブプライムローン問題が顕在化し、

米国を震源とする金融危機が世界の経済にも大きな影響を与え、未曾有の経済危機が波及しました。特にリーマ

ン・ブラザーズが破綻した第３四半期以降は自動車、半導体をはじめとする主要業種で急激な景気の悪化が見ら

れ、一部有力企業による雇用調整が社会問題にもなりました。 

 当社グループの主要な事業である電子・通信用機器関連の業界においても、第３四半期以降受注高が減少傾向に

ありましたが、3.9世代の標準化や２ＧＨｚ帯ＴＤＤ、3.5世代の高度化等の制度整備が行われ、それに伴った新し

い引合いが徐々に増えてきました。地上波デジタル放送関連機器は中継装置等を中心に比較的底堅く推移しまし

た。 

 また、レーザー機器事業部門は国内での製品販売を推進した結果、レーザー・インデックス・マーキング装置が

売上を伸ばしましたが、第３四半期以降はＨＤＤメーカーの設備投資低迷の影響を受けました。 

 このような状況のもと、当社グループは、従来からの課題であった品質の向上を推し進めるとともに、携帯電話

設備関連の受注獲得はもとより、デジタル放送設備市場や防衛、防災関連市場に対する営業展開を図ってまいりま

した。また、海外子会社の製品であるレーザー機器の国内及び近隣諸国における販路開拓など、受注の拡大に努め

てまいりました。  

 その結果、当連結会計年度における売上高は、第３四半期以降、市場環境の悪化に伴う落込みはありましたが、

前半に計画を上回る売上高を上げることが出来たため、当初計画を上回る4,298百万円（前年同期比7.1％増）とな

りました。受注高は3,927百万円（同9.1％減）となりました。 

 損益面では、減価償却の増加によるコスト増や、第３四半期以降の売上高減少に伴う固定費負担を補うことが出

来なかったため、営業損失68百万円（前年同期は営業利益118百万円）、経常損失127百万円（前年同期は経常利益

108百万円）となりました。当期純利益につきましては、子会社の固定資産に係る減損損失204百万円、関係会社整

理損失引当金繰入額35百万円、一部保有有価証券の時価下落に伴う評価損28百万円、及び、のれんの償却36百万円

を計上したことに伴い、当期純損失408百万円（前年同期は当期純損失408百万円）となりました。 

 部門別では、電子・通信用機器事業部門は、第２四半期までは前年度後半からの高水準な売上高を維持しており

ましたが、800MHz帯周波数再編への対応に伴う、携帯電話基地局についての設備投資及びその更新が一段落したこ

とに伴い、受注高は前期比26．8％減少し、売上高は3,247百万円（同14.2％減）となりました。 
レーザー機器事業部門は、売上高は1,043百万円（同356.0％増）となりました。主な納入先はハードディスクの世

界トップシェアを持つ優良企業であり、同社の生産するハードディスクの生産に当社グループ子会社の製品が使用

されております。 

 次期の業績見通しにつきましては、当期に引き続き価格値下げの要求及び企業間の競争が続く中、受注状況は厳

しい状況で推移することが予測されます。 

 このような状況の中で、第３世代携帯電話、デジタル放送関連、防衛関連、光通信関連などの設備需要は今後も

増加することが期待されております。 

 レーザー機器事業部門によりつきましては、世界的な大不況によりＨＤＤ関連設備の需要が大幅に減退し、不振

に陥りました。レーザー技術の応用による新事業分野への展開等、業績改善策を追及しておりましたが、平成21年

５月に事業撤退を決定いたしました。 

 このような環境のもと、営業力の強化を第一優先課題として取り組む一方で、一層のコストダウンや高度な品質

管理により付加価値の向上、コストの低減を図り、利益体質の改善に努めることにより、売上高3,389百万円、営

業利益139百万円、経常利益133百万円、当期純利益は、133百万円を見込んでおります。 

 なお、通期の見通しにつきましては、現段階での入手可能な情報に基づいて算定しておりますので、不確定な要

素を含んでおります。実際の業績は業況の変化により、予想値と異なる場合がありますことをご承知おきくださ

い。 

  

１．経営成績



(2）財政状態に関する分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、2,244百万円（前年同期比39.7％減）となりました。主な内訳

は、現金及び預金が819百万円、売上債権が1,033百万円、棚卸資産が345百万円となっております。このうち売

上債権は、おもに大手通信機器メーカーに対するものであり、不良債権率は0.1％以下となっております。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、764百万円（同40.0％減）となりました。主な内訳は、土地、

建物等の有形固定資産が450百万円、無形固定資産が47百万円、投資その他の資産が266百万円となっておりま

す。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末の流動負債の残高は、1,226百万円（前年同期比46.5％減）となりました。主な内訳は、仕

入債務が511百万円、１年以内返済予定の長期借入金を含む借入金が373百万円、１年以内償還予定社債が133百

万円などとなっております。 

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は、317百万円（前年同期比51.1％減）となりました。主な内訳

は、社債が132百万円、長期借入金が83百万円などとなっております。 

（純資産） 

 当連結会計年度末における純資産の残高は、1,465百万円（前年同期比28.7％減）となりました。主な内訳

は、資本金1,029百万円、資本剰余金1,023百万円、利益剰余金△619百万円などとなっております。 

(3）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純損失、仕入債

務の減少等の資金減少要因があったものの、売上債権の減少、有価証券の売却による収入等の資金増加要因によ

り、前連結会計年度末に比べ113百万円増加し、当連結会計年度末には714百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は259百万円（前連結会計年度は135百万円の資金流出）となりました。 

 これは主に売上債権の減少966百万円、仕入債務の減少727百万円などによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は17百万円（同84.6％減）となりました。 

 これは主に有価証券の売却による収入により255百万円増加したことなどによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は194百万円（同60.5％増）となりました。 

 これは主に長期借入金の返済による支出に支出296百万円、社債の償還による支出133百万円などによるもので

あります。 

   

(4）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 利益配分につきましては、長期的な視野に立ち、会社の業績及び企業体質の強化を勘案し、安定的且つ継続的

な配当を実施していくことを基本としておりましたが、当期は、単体決算上、投資有価証券評価損や関係会社株

式評価損など、494百万円の特別損失の計上等により十分な分配可能額を確保するのが困難となりました。   

 次期配当につきましては、現時点の財政状態及び来期の経営成績の見込みから、未定となっておりますが、安

定的且つ継続的な配当を実施すべく最大限の復配努力を行う予定です。 



(5）事業等のリスク 

 当社の経営成績、株価及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。 

①経済状況 

 当社の営業収入のうち、重要な部分を占める電子・通信用機器事業の製品需要は、国内外の経済状況の変化に

よる通信設備投資需要の影響を受ける可能性があります。 

 又、海外企業の国内市場への参入や、国内企業の海外生産へのシフトによる低価格での製品提供により、価格

競争が熾烈化し、当社の市場競争力が低下し、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

②価格競争 

 携帯電話設備をはじめ、当社の得意とする高周波無線技術を必要とする市場において、国内だけでなく海外企

業の参入など、当業界における競争は激化しております。 

 当社は、技術力に裏付けされた高品質かつ高付加価値製品を提供する一方で、徹底したコスト削減により、市

場でのシェアを確保してまいりますが、将来においても優位性を保ち、競争できるという保証はありません。価

格面での競争に有効に対抗できないことによる顧客離れの可能性は皆無でなく、当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

③特定の売上先への依存 

 当社の売上高の約60％は、大手電機・通信機メーカーに依存しております。このため当社の業績は、主要顧客

の受注状況・生産計画及び発注方針等により影響を受ける可能性があります。 

④人材の確保及び育成 

 当社の将来の成長は、有能なエンジニアに依存するところが大きく、技術力の高いエンジニアの確保及び育成

は当社の重要な課題であります。 

 特に、当社の基幹技術であります高周波領域に係るアナログ無線技術者の育成には、長期間の年月を必要とす

るため、その育成にかかるコスト及び常に高水準の技術を維持し、あるいは最新の技術情報を得るための費用

は、人件費を押し上げる要因にもなり、これらのコストの増加が、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤出荷後の製品の欠陥 

 当社は、厳格な品質管理のもとに各種の製品の開発・製造を行っております。しかしながら、精密な製品のた

め戸外での気象条件や設置状況など使用されている環境により、その性能に影響がでる可能性があります。 

 当社の製品は、携帯電話設備、防衛関連設備、防災無線設備、放送関連設備等公共性の高い設備に使用されて

おり、万一製品の欠陥が発生した場合は、回収等による費用が発生するおそれがあり、これによりコストがかか

ること及び他の製品の開発・製造工程に影響を与えるなど、業績に影響が及ぶ可能性があります。 

 ⑥海外投資に伴うリスク 

 当社は、Ｍ＆Ａにより今後も海外子会社等を取得・売却する可能性があります。また、取得した海外子会社に

関連する取引については、現地の経済状況、為替や金利の変動、天変地異、治安の悪化、法規制、雇用状況等に

より経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社多摩川ホールディングス）、子会社８社により構成さ
れており、無線機器、計測器、情報機器、産業機械の製造・販売を主たる業務としております。 
 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

（1）電子・通信用機器事業…主要な製品はフィルタ、アンテナ共用器、減衰器、切替器、分配器、移相器、方向性結合
器、アンプ、発振器、プログラマブルアッテネータ、ノイズジェネレータ、ＴＶサテライ
トオシレータ、Ｃ／Ｎ比試験器、Ｏ／Ｅ、Ｅ／Ｏコンバータ等であります。 
製造及び販売は子会社である株式会社多摩川電子がおこなっております。 

（2）レーザー機器事業………主要な製品はＨＤＤ用レーザー加工装置、ＣＲＴ用レーザー切断装置等であります。 
 製造は当社の子会社であるアプライト・テクノロジー社の子会社であるレーザーリサー

チ社がおこなっており、販売は当社及びアプライト・テクノロジー社及び同社グループ
子会社がおこなっております。 

（3）その他事業………………当連結事業年度より、当社が開始した新事業で、企業の合併、提携、営業権の譲渡等の
調査、企画およびそれらの斡旋、仲介およびコンサルタントを業務としております。 

  

［事業系統図］ 
 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

  

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針  

 当社グループは、「夢と希望を持った物作り集団」であり続け、日本企業のもつ高い技術開発力を基盤に、創造

性のある世界企業を目指すとともに、地域社会・株主への還元とグループ企業全体の価値向上に努めるという経営

理念の下、「グループ全体の企業価値向上に努める、 独創性をもつ企業集団であり続ける意思決定の早いスピー

ド経営を目指す。」という経営方針を掲げ、対処方針を定め様々な取組を行ってまいりました。 

平成19年10月より、本格的なホールディングス体制を敷き現在は次の基本方針を掲げています。 

① 技術ポートフォリオを増やすためのインフラ整備に注力する。 

② コスト意識の徹底 

③ 連結ベースの利益目標必達 

④ Ｍ＆Ａポートフォリオを充実させる 

以上の基本方針に則り、企業体質の変革を図り、積極的な収益拡大への具体的施策を実施しております。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社は、経営上の目標指標として中長期的には売上高経常利益率７％を目標としております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社は、創業以来高周波無線技術を基幹技術として、高い周波数領域における無線通信器用のデバイスコンポー

ネント及び測定用機器の開発・製造を事業の柱として、業容の拡大に努めております。 

 近年では、携帯電話、無線ＬＡＮなどの飛躍的な普及に伴い、低価格化及び競合会社の参入など事業環境は急激

に変化しております。 

 当社では、このような状況に鑑み、主力製品であります高周波回路素子事業を軸として、光応用製品、デジタル

放送関連製品、ＩＴＳ関連製品、高周波帯域無線ＬＡＮ関連製品などの開発・製造に積極的に取組むと共に、前連

結会計年度中に実施したＭ＆Ａをはじめとして、既存事業の充実と事業分野の拡大を図ってまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

 通信市場におきましては、携帯電話設備の整備、防災関連設備の整備、高度道路交通システムの導入、放送のデ

ジタル化等、今後も一層の伸びが予測されますが、低価格化、短納期化等の要求は厳しく、営業力の強化は当然の

ことながら、コストダウンや納期短縮のための一層の改善の必要性に迫られております。 

 当社は、営業体制の強化、コストダウンによる低価格化の実現及び品質の向上を図り、市場競争力を高める一方

で、企業体質の改革と強化を行い、業績の向上に邁進して参る所存であります。 

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

  当社グループの株式会社多摩川電子は、平成21年1月15日に全額出資の子会社として、株式会社韓国多摩川電子

を設立いたしました。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 706,022 819,963

受取手形及び売掛金 2,045,880 1,033,012

有価証券 255,820 －

たな卸資産 580,075 －

商品及び製品 － 115,281

仕掛品 － 124,328

原材料及び貯蔵品 － 105,471

その他 134,092 46,657

流動資産合計 3,721,890 2,244,713

固定資産   

有形固定資産   

建物 491,193 493,339

減価償却累計額 △317,427 △331,356

建物（純額） ※1  173,766 ※1  161,983

構築物 2,910 2,910

減価償却累計額 △2,640 △2,695

構築物（純額） 269 214

機械及び装置 53,565 48,326

減価償却累計額 △33,516 △46,177

機械及び装置（純額） 20,048 2,149

車両運搬具 6,851 729

減価償却累計額 △1,168 △729

車両運搬具（純額） 5,683 0

工具、器具及び備品 1,245,327 861,371

減価償却累計額 △787,583 △773,103

工具、器具及び備品（純額） ※1  457,743 88,267

土地 ※1  197,903 ※1  197,903

有形固定資産合計 855,415 450,517

無形固定資産   

ソフトウエア 29,620 25,308

その他 293,333 22,059

無形固定資産合計 322,953 47,367

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  89,690 ※1  251,426

その他 15,563 35,670

貸倒引当金 △8,604 △20,114

投資その他の資産合計 96,649 266,981

固定資産合計 1,275,019 764,867

資産合計 4,996,909 3,009,581



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,300,515 511,194

短期借入金 － ※1  210,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  270,018 ※1  163,810

1年内償還予定の社債 133,600 133,600

未払金 ※1  252,626 108,178

未払法人税等 70,700 6,808

賞与引当金 26,119 27,531

関係会社整理損失引当金 － 35,230

その他 239,024 29,885

流動負債合計 2,292,604 1,226,237

固定負債   

社債 266,400 132,800

長期借入金 ※1  173,947 ※1  83,660

退職給付引当金 69,153 71,404

繰延税金負債 8,485 1,375

その他 ※1  131,162 28,485

固定負債合計 649,149 317,725

負債合計 2,941,753 1,543,963

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,029,413 1,029,413

資本剰余金 1,196,022 1,023,804

利益剰余金 △119,247 △619,481

自己株式 △59,924 △59,987

株主資本合計 2,046,263 1,373,747

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △231 △5,015

為替換算調整勘定 638 96,886

評価・換算差額等合計 406 91,871

少数株主持分 8,486 －

純資産合計 2,055,156 1,465,618

負債純資産合計 4,996,909 3,009,581



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

売上高 4,012,487 4,298,805

売上原価 3,274,348 3,347,711

売上総利益 738,139 951,094

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  620,046 ※1, ※2  1,019,504

営業利益 118,092 △68,409

営業外収益   

受取利息 2,795 1,419

受取配当金 32,686 27,118

その他 13,279 16,802

営業外収益合計 48,762 45,340

営業外費用   

支払利息 32,400 42,322

為替差損 16,003 59,554

社債発行費 4,634 －

その他 4,870 2,751

営業外費用合計 57,908 104,628

経常利益 108,946 △127,698

特別利益   

貸倒引当金戻入額 5,399 －

固定資産売却益 － ※3  4,012

債務免除益 － 47,825

その他 10,978 －

特別利益合計 16,377 51,838

特別損失   

固定資産除売却損 － ※4  22,857

減損損失 － ※5  204,300

投資有価証券評価損 144,180 28,160

のれん償却額 331,839 36,449

貸倒引当金繰入額 － 13,575

関係会社整理損失引当金繰入額 － 35,230

その他 15,935 165

特別損失合計 491,954 340,738

税金等調整前当期純損失（△） △366,630 △416,597

法人税、住民税及び事業税 38,883 6,621

過年度法人税等戻入額 － △13,424

法人税等合計 38,883 △6,802

少数株主利益 2,973 △1,604

当期純損失（△） △408,487 △408,190



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,029,413 1,029,413

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,029,413 1,029,413

資本剰余金   

前期末残高 1,196,022 1,196,022

当期変動額   

欠損填補 － △172,217

当期変動額合計 － △172,217

当期末残高 1,196,022 1,023,804

利益剰余金   

前期末残高 321,999 △119,247

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △264,262

当期変動額   

剰余金の配当 △32,759 －

欠損填補 － 172,217

当期純損失（△） △408,487 △408,190

当期変動額合計 △441,246 △235,972

当期末残高 △119,247 △619,481

自己株式   

前期末残高 △724 △59,924

当期変動額   

自己株式の取得 △59,200 △63

当期変動額合計 △59,200 △63

当期末残高 △59,924 △59,987

株主資本合計   

前期末残高 2,546,710 2,046,263

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △264,262

当期変動額   

欠損填補 － －

剰余金の配当 △32,759 －

当期純損失（△） △408,487 △408,190

自己株式の取得 △59,200 △63

当期変動額合計 △500,446 △408,253

当期末残高 2,046,263 1,373,747



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 12,142 △231

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12,373 △4,783

当期変動額合計 △12,373 △4,783

当期末残高 △231 △5,015

為替換算調整勘定   

前期末残高 － 638

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 638 96,248

当期変動額合計 638 96,248

当期末残高 638 96,886

評価・換算差額等合計   

前期末残高 12,142 406

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11,735 91,464

当期変動額合計 △11,735 91,464

当期末残高 406 91,871

少数株主持分   

前期末残高 － 8,486

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,486 △8,486

当期変動額合計 8,486 △8,486

当期末残高 8,486 －

純資産合計   

前期末残高 2,558,852 2,055,156

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △264,262

当期変動額   

剰余金の配当 △32,759 －

当期純損失（△） △408,487 △408,190

自己株式の取得 △59,200 △63

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,249 82,978

当期変動額合計 △503,695 △325,275

当期末残高 2,055,156 1,465,618



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △366,630 △416,597

減価償却費 58,072 180,870

減損損失 － 204,300

のれん償却額 349,304 36,449

貸倒引当金の増減額（△は減少） △475 11,509

賞与引当金の増減額（△は減少） 845 1,412

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） － 35,230

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △6,066 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,333 2,251

受取利息及び受取配当金 △35,482 △28,537

支払利息 32,400 42,322

為替差損益（△は益） 16,003 59,554

債務免除益 － △47,825

投資有価証券評価損益（△は益） 144,180 28,160

投資有価証券売却損益（△は益） 1,345 －

固定資産除却損 2,888 22,537

社債発行費 4,634 －

有形固定資産売却損益（△は益） △237 △3,693

売上債権の増減額（△は増加） △466,771 966,615

たな卸資産の増減額（△は増加） △31,173 204,745

未収入金の増減額（△は増加） △13,154 488

仕入債務の増減額（△は減少） 303,083 △727,141

その他 △146,459 △224,963

小計 △148,358 347,687

利息及び配当金の受取額 35,641 22,084

利息の支払額 △9,121 △42,431

法人税等の支払額 △13,974 △68,279

営業活動によるキャッシュ・フロー △135,813 259,060

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △105,143

定期預金の払戻による収入 150,000 104,808

有価証券の取得による支出 △100,000 －

有価証券の売却による収入 － 255,820

有形固定資産の取得による支出 △133,516 △81,985

有形固定資産の売却による収入 2,930 58,542

無形固定資産の取得による支出 △20,231 △2,692

投資有価証券の取得による支出 △51,815 △201,789

投資有価証券の売却による収入 266,083 －

子会社株式の取得による支出 － △36,449



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

※2  △223,742 －

貸付けによる支出 △500 －

貸付金の回収による収入 － 500

敷金及び保証金の差入による支出 － △9,261

その他 △11 554

投資活動によるキャッシュ・フロー △110,803 △17,095

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） － 220,218

長期借入れによる収入 191,680 100,000

長期借入金の返済による支出 △615,458 △296,495

リース債務の返済による支出 － △84,356

社債の発行による収入 395,365 －

社債の償還による支出 － △133,600

自己株式の取得による支出 △59,200 △63

配当金の支払額 △33,429 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △121,041 △194,296

現金及び現金同等物に係る換算差額 △823 65,937

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △368,481 113,605

現金及び現金同等物の期首残高 969,696 ※1  601,214

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  601,214 ※1  714,819



 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数      ７社 

     主要な連結子会社の名称等    

   株式会社多摩川電子 

   アプライト・テクノロジーズ社 

（1）連結子会社の数      ８社 

     主要な連結子会社の名称等    

   株式会社多摩川電子 

   アプライト・テクノロジーズ社 

株式会社韓国多摩川電子 

    株式会社韓国多摩川電子について

は、当連結会計年度において新たに

設立したため、連結の範囲に含めて

おります。 

  （2）主要な非連結子会社の名称等 

   該当事項はありません。 

（2）主要な非連結子会社の名称等 

   該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項      該当事項はありません。      該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社のうち株式会社多摩川電子の

事業年度の末日は、連結会計年度と一致し

ておりますが、アプライト・テクノロジー

ズ社グループの事業年度の末日は12月31日

であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち株式会社多摩川電子の

事業年度の末日は、連結会計年度と一致し

ておりますが、アプライト・テクノロジー

ズ社グループ及び株式会社韓国多摩川電子

の事業年度の末日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項     

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの  

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの  

同左 

  ・時価のないもの   

移動平均法による原価法 

・時価のないもの 

同左 

   ② たな卸資産 

評価基準は原価法(収益性の低下による簿

価切下げの方法)によっております。 

② たな卸資産 

評価基準は原価法(収益性の低下による簿

価切下げの方法)によっております。 

  ・製品       

移動平均法による原価法 

・製品       

         同左 

  ・仕掛品 

個別法による原価法 

・仕掛品 

                 同左 

  ・原材料 

移動平均法による原価法 

・原材料 

         同左 

  (追加情報) 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企

業会計基準第９号平成18年７月５日)が平

成20年３月31日以前に開始する事業年度に

係る財務諸表から適用できることとなった

ことに伴い、当連結会計年度から同会計基

準を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益、及び税金

等調整前当期純利益が37,934千円減少して

おります。 

――――― 

 



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法を、在

外連結子会社は定額法によっております。

ただし、平成11年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）は定額法によって

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

 建物……………20年～38年 

 機械及び装置…８年～10年 

 工具器具及び備品…５年～10年 

同左 

  (追加情報) 

 法人税法の改正に伴い、当社及び国内連

結子会社は当連結会計年度より、平成19年

４月１日以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。 

 これにより、営業利益、経常利益、及び

税金等調整前当期純利益が10,195千円減少

しております。 

――――― 

   ② 無形固定資産 

 定額法 

なお、主な耐用年数は自社利用のソフトウ

ェアについては５年間で均等償却をおこな

っており、海外子会社につきましては、国

際会計基準に従った会計処理を行っており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 (1）貸倒引当金       

 債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

 (1）貸倒引当金       

同左 

  

  ――――― (2）関係会社整理損失引当金 

 関係会社の整理により将来負担すること

となる損失に備えるため、当該損失見込額

を計上しております。 

  

  (2）賞与引当金       

 当社及び国内連結子会社の従業員の賞与

支給に備えるため、賞与支給見込額のうち

当連結会計年度に負担すべき額を計上して

おります。 

(3）賞与引当金 

同左 

  

  (3）退職給付引当金       

 当社及び国内連結子会社の従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度におけ

る退職給付債務額を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

同左  



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末

日の直物為替相場により円貨に換算し換算

差額は損益として処理しております。 

また、連結決算に当たり在外子会社の資産

及び負債については、在外子会社等の決算

日の直物為替相場により、収益及び費用に

ついては、期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部の少数株主持分

及び為替換算調整勘定に含めておりま

す。  

同左 

(5）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

また、在外連結子会社は、主として売買に

準じた会計処理によっております。 

――――― 

(6）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項 

 のれんについては効果の発現が見込まれ

る期間にわたって均等償却しておりま

す。  

同左 

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなります。  

同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

────── （リース取引に関する会計基準） 

 国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基 

準」（企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）が適

用されたことに伴い、当連結会計年度からこれらの会計基

準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 これにより損益に与える影響はありません。 

 なお、平成20年３月31日以前のものについては、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま 

す。 

 また、在外連結子会社は従来より主として売買に準じた

会計処理によっております。 

────── （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い） 

 当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修

正を行っております。 

 これにより、損益に与える影響は軽微であります。 



表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表） 

──────  「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７

日、内閣府令弟50号）が適用となることに伴い、前連

結会計年度において、「たな卸資産」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」

「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しており

ます。 

 なお、前連結会計年度末の「たな卸資産」含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」

は、それぞれ157,671千円、349,552千円、72,851千円

であります。 

────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「固定

資産売却益」（当連結会計年度は4,012千円）及び「固

定資産売却損」（当連結会計年度は319千円）は、ＥＤ

ＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較

可能性を向上するため、当連結会計年度より「固定資

産売却損益（△は益）」として表示しております。 

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※１．担保に供されている資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供されている資産 

※１．担保に供されている資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供されている資産 

建物 114,283千円 

土地 196,003千円 

工具器具備品 219,643千円

投資有価証券 11,268千円

計 541,198千円 

建物 105,948千円 

土地 196,003千円 

投資有価証券 3,332千円

計 305,284千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

未払金 93,539千円 

長期借入金 

(１年内返済予定長期

借入金を含む) 

434,108千円 

長期未払金 131,162千円 

計 658,810千円 

長期借入金 

(１年内返済予定長期

借入金を含む) 

247,470千円 

短期借入金 10,000千円 

計 257,470千円 

 ──────  ２．受取手形割引高 

  7,455千円 



（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用の

おおよその割合は、26.2 ％であり、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は、73.8 ％でありま

す。 

主要費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用の

おおよその割合は、33.1 ％であり、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は、66.9 ％でありま

す。 

主要費目及び金額は次のとおりであります。 

給料・賞与 289,543千円 

賞与引当金繰入額 9,216千円 

荷造運賃 28,219千円 

支払手数料 61,540千円 

減価償却費 21,767千円 

研究開発費 69,104千円 

給料・賞与 318,499千円 

賞与引当金繰入額 10,590千円 

支払手数料 111,610千円 

減価償却費 30,414千円 

研究開発費 168,918千円 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発  

費 

  69,104千円 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発  

費 

  168,918千円 

   ────── 

  

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品 4,012千円 

   ──────  

  

※４．固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 22,857千円 

   ────── ※５．減損損失 

      当連結会計年度において、以下の資産について減損

損失を計上しました。 

   （グルーピングの方法） 

   当社及び連結子会社は事業の種類別セグメントに準

じた管理会計上の区分により資産のグルーピングを

行っております。 

   （経緯） 

   在外子会社はＨＤＤ事業を中心に展開してきました

が、市場の著しい悪化が認められ、営業キャッシ

ュ・フローも総じてマイナスを示しております。し

たがって減損の兆候を有していると判断し、１円ま

で減損し当該減少額を減損損失204,300千円として

特別損失に計上しております。その内訳は、工具器

具備品139,243千円、機械装置63,080千円、車両運

搬具１,976千円であります。 

  

場所 用途 種類 
減損損失（千

円） 

シンガポール 製造設備
機械装置及
び運搬具等 204,300 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加200,000株は、会社法第806条第１項の規定に基づく買取請求によるものであ

ります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加488株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  5,461,000  －  －  5,461,000

合計  5,461,000  －  －  5,461,000

自己株式         

普通株式  1,160  200,000  －  201,160

合計  1,160  200,000  －  201,160

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年４月10日 

取締役会 
普通株式  32,759  6 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  5,461,000  －  －  5,461,000

合計  5,461,000  －  －  5,461,000

自己株式         

普通株式  201,160  488  －  201,648

合計  201,160  488  －  201,648



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係（平成20年３月

31日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係（平成21年３月

31日現在） 

現金及び預金勘定 706,022 千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △104,808 千円

現金及び現金同等物 601,214 千円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得

価額と取得のための支出との関係は次のとおりで

あります。 

 アプライト・テクノロジーズ社 

(平成19年10月１日現在) 

 流動資産 436,019 千円

 固定資産 406,203 千円

 流動負債 △647,307 千円

 固定負債 △299,743 千円

 のれん 349,304 千円

 少数株主持分 △5,396 千円

アプライト・テクノロジーズ社の

取得価額 239,079 千円

アプライト・テクノロジーズ社の

現金同等物 △15,337 千円

差引：アプライト・テクノロジー

ズ社の取得による支出 223,742 千円

  

現金及び預金勘定 819,963 千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △105,143 千円

現金及び現金同等物 714,819 千円

※２        ────── 

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

連結財務諸表規則第15条の３の規定により、重要性が乏

しいため、記載しておりません。 

同左 



１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある投資信託について144,180千円、当連結会計年度に

おいて債券28,160千円の減損処理を行っております。減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以

上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％下落した場合は、当該金額の重要性、回復可能性を考

慮して必要と認められる場合は、減損処理を行っております。 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない有価証券 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の予定額 

（有価証券関係）

  種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

取得原価
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額
（千円） 

取得原価
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額
（千円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

株式  23,388  44,603  21,214  15,133  18,571  3,437

小計  23,388  44,603  21,214  15,133  18,571  3,437

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

株式  8,048  7,322  △725  18,092  11,014  △7,077

債券  50,000  37,765  △12,235  21,840  21,840  －

投資信託  155,820  155,820  －  －  －  －

小計  213,868  200,908  △12,960  39,932  32,854  △7,077

合計  237,256  245,511  8,254  55,066  51,426  △3,640

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額

（千円） 
売却額（千円）

売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

 266,083  －  1,345  255,820  －  －

  
前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 

  匿名組合出資金  
 100,000  200,000

  

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

１年以内
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

１．債券                                           

(1）その他  － － 37,765 － －  －  21,840 －

合計  － － 37,765 － －  －  21,840 －



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、退職一時金制度を採用しており、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込み額に基づき退職給付引当金を計上しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

  該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

  
前連結会計年度

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

退職給付債務（千円）  69,153  71,404

  
前連結会計年度

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

退職給付費用の額（千円）  12,240  11,530

（ストック・オプション等関係）



（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（単位：千円）

繰延税金資産   

賞与引当金 10,447

退職給付引当金 27,661

有価証券評価損否認 59,278

仕掛品評価損否認 5,639

貸倒引当金繰入超過額 2,064

会員権評価損否認額 986

減価償却費償却超過額 3,200

繰越欠損金 274,805

その他 9,444

繰延税金資産計 393,529

評価性引当額 △393,529

繰延税金資産の合計 －

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △8,485

繰延税金負債の合計 △8,485

繰延税金資産（△負債）の純額 △8,485

（単位：千円）

繰延税金資産   

賞与引当金 11,122

退職給付引当金 28,847

有価証券評価損否認 12,998

貸倒引当金繰入超過額 14,964

減価償却費償却超過額 2,624

減損損失 82,537

繰越欠損金 867,711

その他 125,478

繰延税金資産計 1,146,286

評価性引当額 △1,146,286

繰延税金資産の合計 －

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △1,375

繰延税金負債の合計 △1,375

繰延税金資産（△負債）の純額 △1,375

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税引前当期純損失が計上され

ているため記載しておりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

同左 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

     事業は、製品の種類・用途により区分しております。 

２．資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は467,866千円であり、その主なも

のは、親会社での現金及び預金であります。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

     事業は、製品の種類・用途により区分しております。 

２．資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は497,462千円であり、その主なも

のは、親会社での現金及び預金であります。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
電子・通信用
機器事業 
（千円） 

レーザー機器
事業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  3,783,630  228,856  4,012,487  －  4,012,487

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  －  －  －  －  －

計  3,783,630  228,856  4,012,487  －  4,012,487

営業費用  3,693,601  200,792  3,894,394  －  3,894,394

営業利益  90,028  28,064  118,092  －  118,092

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出           

資産  4,044,792  1,017,627  5,062,419  △65,509  4,996,909

減価償却費  30,429  26,196  56,625  －  56,625

資本的支出  133,516  －  133,516  －  133,516

  
電子・通信用
機器事業 
（千円） 

レーザー機器
事業 

（千円） 

その他事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  3,247,894  1,043,561  7,350  4,298,805  －  4,298,805

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  420,000  420,000  △420,000  －

計  3,247,894  1,043,561  427,350  4,718,805  △420,000  4,298,805

営業費用  3,410,021  1,093,373  283,819  4,787,215  △420,000  4,367,215

営業利益  △162,127  △49,812  143,530  △68,409  －  △68,409

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
            

資産  1,693,812  120,636  697,670  2,512,119  497,462  3,009,581

減価償却費  76,400  85,878  18,590  180,870  －  180,870

減損損失  －  204,300  －  204,300  －  204,300

資本的支出  16,726  41,195  5,952  63,874  －  63,874



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注２．」と同一であ

ります。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注２．」と同一であ

ります。 

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

（千円） 
シンガポール

（千円） 
計

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  3,783,630  228,856  4,012,487  －  4,012,487

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  3,783,630  228,856  4,012,487  －  4,012,487

営業費用  3,693,601  200,792  3,894,394  －  3,894,394

営業利益  90,028  28,064  118,092  －  118,092

Ⅱ 資産  4,044,792  1,017,627  5,062,419  △65,509  4,996,909

  
日本 

（千円） 
シンガポール

（千円） 
計

（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  3,483,917  814,888  4,298,805  －  4,298,805

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  192,035  192,035  △192,035  －

計  3,483,917  1,006,924  4,490,841  △192,035  4,298,805

営業費用  3,487,714  1,071,536  4,559,251  △192,035  4,367,215

営業利益  △3,797  △64,611  △68,409  －  △68,409

Ⅱ 資産  2,391,482  120,636  2,512,119  497,462  3,009,581



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）東南アジア……シンガポール、マレーシア、タイ 

(2）その他の地域……韓国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

ｃ．海外売上高

  東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  814,888  10,015  824,904

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  4,298,805

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 19.0  0.2  19.2



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

(3）子会社等 

 該当事項はありません。 

(4）兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適

用しております。 

 この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会社の重要な子会社の役員が開示対象に追加され

ております。  

  

１．関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 該当事項はありません。 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

  該当事項はありません。 

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

 該当事項はありません。 

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

 該当事項はありません。 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

  該当事項はありません。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1）親会社情報 

  該当事項はありません。 

(2）重要な関連会社の要約財務情報 

  該当事項はありません。 

（関連当事者情報）



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 共通支配下の取引等 

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、会社分割の法的形式、分割後企業の名称並びに取引の目的

を含む取引の概要 

(1）対象となった事業の名称及びその事業の内容 

事業の名称 当社の電子・通信機器事業 

事業の内容 電子・通信機器の製造・販売 

(2）会社分割の法的形式 

 当社を分割会社とし、当社は「株式会社多摩川ホールディングス」へ商号変更するとともに、「株式

会社多摩川電子」を新設会社とする分社型新設分割。 

(3）分割後企業の名称  

  株式会社多摩川電子(当社の連結子会社) 

(4）取引の目的を含む取引の概要 

 事業部門と経営部門を切り離すことにより、「経営意思決定の迅速化」「自主自立経営の徹底」「グ

ループ戦略による経営資源の最適化」及び「コラボレーション領域の拡大」を図ることを目的とし親会

社である当社を持株会社とし、新設子会社である株式会社多摩川電子に、電子・通信機器事業を承継さ

せております。 

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 最終改正平成18年12月22日)に基づき、

共通支配下の取引として処理しております。  

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。  

（企業結合等）



 （注） １株当たり当期純利益（損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日  
至 平成20年３月31日)  

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日  
至 平成21年３月31日)  

１株当たり純資産額         389  円 11 銭 278  円 67 銭 

１株当たり当期純利益（△損失）  △76  円 22 銭 △77  円 61 銭 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在していないため記載して

おりません。  

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在していないため記載して

おりません。  

  
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当期純利益（△損失）（千円）  △408,487  △408,190

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（△損

失）（千円） 
 △408,487  △408,190

普通株式の期中平均株式数（株）  5,359,018  5,259,531

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

────── ────── 

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。  平成19年10月に買収いたしました、シンガポールに本拠

を置くアプライト・テクノロジーズ社グループは、レー

ザー応用機器の研究・開発・製造を行う企業グループ

で、主要なハードディスクメーカーにハードディスクの

表面加工装置を供給しておりました。 

 当期の世界的な大不況により、ハードディスク関連設

備の需要は大幅に減退し、レーザー機器事業は不振に陥

り、レーザー技術の応用による新事業分野への展開等業

績改善策を追及しておりました。当社は平成21年5月15日

開催の取締役会でレーザー機器事業の継続は極めて困難

であると判断し、アプライト・テクノロジーズ社の解散

を決議しました。 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 467,866 497,462

売掛金 － 24,352

有価証券 255,820 －

前渡金 64,900 ※2  80,081

前払費用 2,127 3,479

未収入金 ※2  103,577 ※2  36,750

関係会社短期貸付金 245,802 32,000

その他 2,232 10,031

流動資産合計 1,142,327 684,157

固定資産   

有形固定資産   

建物 490,413 492,054

減価償却累計額 △317,405 △331,159

建物（純額） ※1  173,007 ※1  160,894

構築物 2,910 2,910

減価償却累計額 △2,640 △2,695

構築物（純額） 269 214

工具、器具及び備品 41,884 39,175

減価償却累計額 △35,073 △32,527

工具、器具及び備品（純額） 6,811 6,647

土地 ※1  197,903 ※1  197,903

有形固定資産合計 377,992 365,660

無形固定資産   

借地権 21,111 21,111

ソフトウエア 2,185 1,659

水道施設利用権 1,194 947

無形固定資産合計 24,491 23,719

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  89,690 ※1  251,426

関係会社株式 1,155,903 1,110,000

関係会社長期貸付金 68,000 192,832

その他 14,497 23,770

貸倒引当金 △8,050 △165,047

投資その他の資産合計 1,320,042 1,412,981

固定資産合計 1,722,526 1,802,361

資産合計 2,864,854 2,486,518



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 － ※1  210,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  270,018 ※1  163,810

1年内償還予定の社債 133,600 133,600

未払金 12,504 14,621

未払費用 3,828 4,553

未払法人税等 4,820 5,663

預り金 1,710 2,204

賞与引当金 2,210 2,811

関係会社整理損失引当金 － 35,230

流動負債合計 428,692 572,494

固定負債   

社債 266,400 132,800

長期借入金 ※1  164,090 ※1  83,660

退職給付引当金 4,124 3,798

繰延税金負債 8,485 1,375

固定負債合計 443,100 221,633

負債合計 871,793 794,128

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,029,413 1,029,413

資本剰余金   

資本準備金 1,196,022 1,023,804

資本剰余金合計 1,196,022 1,023,804

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 120,000 －

繰越利益剰余金 △292,217 △295,823

利益剰余金合計 △172,217 △295,823

自己株式 △59,924 △59,987

株主資本合計 1,993,292 1,697,405

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △231 △5,015

評価・換算差額等合計 △231 △5,015

純資産合計 1,993,060 1,692,390

負債純資産合計 2,864,854 2,486,518



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

売上高   

製品売上高 1,420,214 －

商品売上高 37 228,673

その他 180,000 ※5  427,350

売上高合計 1,600,251 656,023

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 33,994 －

当期製品製造原価 1,219,619 －

合計 1,253,613 －

他勘定振替高 ※4  26,581 －

製品売上原価 1,227,031 －

商品売上原価   

当期商品仕入高 24 ※5  192,035

合計 24 192,035

商品売上原価 24 192,035

売上原価合計 1,227,056 192,035

売上総利益 373,195 463,987

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  378,402 ※1, ※2  305,657

営業利益 △5,206 158,329

営業外収益   

受取利息 6,305 ※5  16,756

受取配当金 32,686 42,118

その他 14,434 1,948

営業外収益合計 53,426 60,824

営業外費用   

支払利息 9,897 11,377

為替差損 16,218 7,315

社債発行費 4,634 －

その他 － 1,081

営業外費用合計 30,750 19,773

経常利益 17,469 199,380

特別利益   

固定資産売却益 8 －

貸倒引当金戻入額 5,399 －

その他 9,601 －

特別利益合計 15,009 －



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 ※3  1,964 ※3  465

投資有価証券評価損 144,180 28,160

関係会社株式評価損 333,000 273,399

貸倒引当金繰入額 － 156,832

関係会社整理損失引当金繰入額 － 35,230

その他 12,503 165

特別損失合計 491,647 494,253

税引前当期純損失（△） △459,167 △294,873

法人税、住民税及び事業税 2,290 950

法人税等合計 2,290 950

当期純損失（△） △461,458 △295,823



 （注）※１、※２の主な内訳は次のとおりであります。 

製造原価明細書

    
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    824,566  58.6  － －

Ⅱ 労務費    269,353  19.1  － －

Ⅲ 経費 ※１  314,770  22.3  － －

当期総製造費用    1,408,691  100.0  － －

期首仕掛品たな卸高    201,739    －   

合計    1,610,430    －   

期末仕掛品たな卸高   －    －   

他勘定振替高 ※２  390,810    －   

当期製品製造原価    1,219,619    －   

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

※１．経費の主な内訳は、次の通りであります。 ※１．                ───── 

外注加工費 240,338千円 

減価償却費 17,075千円 

備品消耗品費 10,742千円 

  

※２．他勘定振替高の内訳は、主として次の通りでありま

す。 

※２．                ───── 

研究開発費 24,825千円 

分社化に伴う子会社への譲

渡 

365,985千円 

  

 ３．原価計算の方法 

 当社の原価計算は、実際個別原価計算であります。

 ３．                ───── 



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,029,413 1,029,413

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,029,413 1,029,413

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,196,022 1,196,022

当期変動額   

欠損填補 － △172,217

当期変動額合計 － △172,217

当期末残高 1,196,022 1,023,804

資本剰余金合計   

前期末残高 1,196,022 1,196,022

当期変動額   

欠損填補 － △172,217

当期変動額合計 － △172,217

当期末残高 1,196,022 1,023,804

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 120,000 120,000

当期変動額   

欠損填補 － △120,000

当期変動額合計 － △120,000

当期末残高 120,000 －

繰越利益剰余金   

前期末残高 201,999 △292,217

当期変動額   

剰余金の配当 △32,759 －

欠損填補 － 292,217

当期純損失（△） △461,458 △295,823

当期変動額合計 △494,217 △3,605

当期末残高 △292,217 △295,823

利益剰余金合計   

前期末残高 321,999 △172,217

当期変動額   

剰余金の配当 △32,759 －

欠損填補 － 172,217



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期純損失（△） △461,458 △295,823

当期変動額合計 △494,217 △123,605

当期末残高 △172,217 △295,823

自己株式   

前期末残高 △724 △59,924

当期変動額   

自己株式の取得 △59,200 △63

当期変動額合計 △59,200 △63

当期末残高 △59,924 △59,987

株主資本合計   

前期末残高 2,546,710 1,993,292

当期変動額   

剰余金の配当 △32,759 －

欠損填補 － －

当期純損失（△） △461,458 △295,823

自己株式の取得 △59,200 △63

当期変動額合計 △553,417 △295,886

当期末残高 1,993,292 1,697,405

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 12,142 △231

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12,373 △4,783

当期変動額合計 △12,373 △4,783

当期末残高 △231 △5,015

評価・換算差額等合計   

前期末残高 12,142 △231

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12,373 △4,783

当期変動額合計 △12,373 △4,783

当期末残高 △231 △5,015



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 2,558,852 1,993,060

当期変動額   

剰余金の配当 △32,759 －

欠損填補 － －

当期純損失（△） △461,458 △295,823

自己株式の取得 △59,200 △63

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △12,373 △4,783

当期変動額合計 △565,790 △300,670

当期末残高 1,993,060 1,692,390



 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況



重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法  

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

(1）時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定) 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

(1）時価のあるもの 

同左 

  (2）時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2）時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

───── ───── 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産……定率法 

ただし、平成11年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物……………20年～38年 

機械及び装置…８年～10年 

工具器具及び備品…５年～10年 

有形固定資産……定率法 

同左  

   （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当期より、平

成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しており

ます。 

 この変更が損益に与える影響は軽微

であります。 

───── 

  無形固定資産……定額法 

なお、主な耐用年数は、自社利用のソ

フトウェア５年であります。 

無形固定資産……定額法 

同左 

 ４．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。  

(1）社債発行費 

          ───── 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左 



項目 
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

６．引当金の計上基準  (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

   (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

   (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、自己

都合退職による期末要支給額を計上し

ております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

   ───── (4）関係会社整理損失引当金 

  関係会社の整理により将来負担するこ

ととなる損失に備えるため、当該損失

見込額を計上しております。  

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引につきましては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

───── 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）が適

用されたことに伴い、当事業年度からこれらの会計基準

等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 これにより損益に与える影響はありません。 

 なお、平成20年３月31日以前のものについては、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 



表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

前期まで「投資有価証券」として計上しておりました

155,820千円について、保有目的を投資目的から短期売買

目的に変更したため、「有価証券」として表示しておりま

す。 

  

───── 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

※１．担保に供されている資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供されている資産 

※１．担保に供されている資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供されている資産 

建物 114,283千円 

土地 196,003千円 

投資有価証券 11,268千円

計 321,555千円 

建物 105,948千円 

土地 196,003千円 

投資有価証券 3,332千円

計 305,284千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

長期借入金 

(１年内返済予定長期

借入金を含む) 

434,108千円 

計 434,108千円 

長期借入金 

(１年内返済予定長期

借入金を含む) 

247,470千円 

短期借入金 10,000千円 

計 257,470千円 

※２．関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。 

※２．関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。 

未収入金 41,933千円 

        

前渡金 80,081千円 

未収入金 36,750千円 



（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用の

おおよその割合は、32.0％であり、一般管理費に属

する費用のおおよその割合は、68.0 ％でありま

す。 

主要費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用の

おおよその割合は、17.1 ％であり、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は、82.9 ％でありま

す。 

主要費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 77,400千円 

給料・賞与 84,734千円 

賞与引当金繰入額 6,488千円 

退職給付費用 1,103千円 

福利厚生費 2,832千円 

支払手数料 52,780千円 

減価償却費 20,814千円 

研究開発費 45,176千円 

役員報酬 75,600千円 

給料・賞与 74,715千円 

賞与引当金繰入額 5,364千円 

退職給付費用 651千円 

福利厚生費 1,550千円 

支払手数料 55,370千円 

減価償却費 18,065千円 

     

※２．研究開発費の総額 45,176千円 ※２．               ───── 

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

工具器具及び備品   1,727千円 

建物附属設備   171千円 

車輌運搬具   66千円

合計   1,964千円 

工具器具及び備品   275千円 

建物附属設備   189千円 

合計   465千円 

 ※４．他勘定振替高の内訳は、主として次のとおりであり

ます。 

 ※４．               ───── 

分社化に伴う子会

社への譲渡 

  26,581千円   

───── ※５．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

  関係会社への売上高 420,000千円 

関係会社からの仕入高 192,035千円 

関係会社からの受取利息 15,421千円 



前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加200,000株は、会社法第806条第１項の規定に基づく買取請求によるものであ

ります。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加488株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  1,160  200,000  －  201,160

合計  1,160  200,000  －  201,160

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  201,160  488  －  201,648

合計  201,160  488  －  201,648

（リース取引関係）

（有価証券関係）



（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（単位：千円）

繰延税金資産   

賞与引当金 884

退職給付引当金 1,649

有価証券評価損否認 59,278

貸倒引当金繰入超過額 1,953

会員権評価損否認額 986

減価償却費償却超過額 2,651

繰越欠損金 274,805

関係会社株式評価損否認 133,200

その他 9,444

繰延税金資産計 484,854

評価性引当額 △484,854

繰延税金資産の合計 －

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △8,485

繰延税金負債の合計 △8,485

繰延税金資産（△負債）の純額 △8,485

（単位：千円）

繰延税金資産   

賞与引当金 1,135

退職給付引当金 1,534

有価証券評価損否認 12,998

貸倒引当金繰入超過額 66,679

減価償却費償却超過額 1,848

関係会社株式評価損否認 244,985

繰越欠損金 255,372

その他 24,798

繰延税金資産計 609,353

評価性引当額 △609,353

繰延税金資産の合計 －

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △1,375

繰延税金負債の合計 △1,375

繰延税金資産（△負債）の純額 △1,375

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税引前当期純損失が計上され

ているため記載しておりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 同左 



 （注） １株当たり当期純利益（損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度

(自 平成19年４月１日  
至 平成20年３月31日)  

当事業年度 
(自 平成20年４月１日  
至 平成21年３月31日)  

１株当たり純資産額         378 円 92 銭          321 円 79 銭 

１株当たり当期純利益（△損失）   △ 86 円 11 銭    △ 56 円 25 銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が存

在していないため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が存

在していないため、記載しておりませ

ん。 

  
前事業年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当期純利益（△損失）（千円）  △461,458  △295,823

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（△損

失）（千円） 
 △461,458  △295,823

普通株式の期中平均株式数（株）  5,359,018  5,259,531

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

 ──────   ──────  

（重要な後発事象）



(1）役員の異動 

  平成21年５月15日付「代表取締役及び役員の異動に関するお知らせ」のとおりであります。 

６．その他
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